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● 資料－４ i-Constractionについて

● 資料－５ 工事事故の発生状況

● 資料－６ インフラ分野のデジタルトランス

フォーメーション

● 資料－７ 最近の話題

令和３年度（後期）生産性向上等説明会 内容

● 資料－１ 現場における工事の生産性向上

をめざして

● 資料－２ 建設業における担い手確保に向

けた働き方改革

● 資料－３ 円滑な工事施工の確保と

工事施工の円滑化４点セット

・資料３－１ 良くわかる工事円滑化推進会議

・資料３－２ 良くわかる工事連携会議

・資料３－３ 土木工事条件明示の手引き(案)

・資料３－４ 土木工事設計図書の照査

ガイドライン(案)

・資料３－５ 工事一時中止に係るガイドライン（案）

・資料３－６ 土木工事設計変更ガイドライン（案）
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• 公共工事は、国民へ良質な社会インフラを提供する事を目標としています。
公共工事の品質確保を行うためには、継続的に生産性向上を図っていくこと
が重要です。

• 工事施工の円滑化４点セットは、受発注者が対等の立場で協働し、工事の生
産性を向上していくための有効な手段として作成したものです。

• 本日の説明会で４点セットを理解していただき、受発注者の協働により工事
の品質確保及び生産性をさらに向上させ、良質な社会インフラを提供してい
くことを目標に開催するものです。

• なお、（直轄工事の場合、）監督員等は工事契約後の初回打合せ時に、受発
注者間で再確認をするため、「工事施工の円滑化４点セット」（条件明示の手
引きは工事発注時に記入したもの）を受注企業に配布し、活用の徹底を図っ
ています。

趣旨と目的
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（目的）
第一条 この法律は、公共工事の品質確保が、良質な社会資本の整備を通じて、豊かな国民生活
の実現及びその安全の確保、環境の保全（良好な環境の創出を含む。）、自立的で個性豊かな地
域社会の形成等に寄与するものであるとともに、現在及び将来の世代にわたる国民の利益である
ことに鑑み、公共工事の品質確保に関する基本理念、国等の責務、基本方針の策定等その担い手
の中長期的な育成及び確保の促進その他の公共工事の品質確保の促進に関する基本的事項を定め
ることにより、現在及び将来の公共工事の品質確保の促進を図り、もって国民の福祉の向上及び
国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。

（基本理念）
第三条 公共工事の品質は、公共工事が現在及び将来における国民生活及び経済活動の基盤とな
る社会資本を整備するものとして社会経済上重要な意義を有することに鑑み、国及び地方公共団
体並びに公共工事等（公共工事及び公共工事に関する調査等をいう。以下同じ。）の発注者及び
受注者がそれぞれの役割を果たすことにより、現在及び将来の国民のために確保されなければな
らない。
8 公共工事の品質は、これを確保する上で公共工事等の受注者のみならず下請負人及びこれらの
者に使用される技術者、技能労働者等がそれぞれ重要な役割を果たすことに鑑み、公共工事等に
おける請負契約（下請契約を含む。）の当事者が、各々の対等な立場における合意に基づいて、
市場における労務の取引価格、健康保険法（大正十一年法律第七十号）等の定めるところにより
事業主が納付義務を負う保険料（第八条第二項において単に「保険料」という。）等を的確に反
映した適正な額の請負代金及び適正な工期又は調査等の履行期（以下「工期等」という。）を定
める公正な契約を締結し、その請負代金をできる限り速やかに支払う等信義に従って誠実にこれ
を履行するとともに、公共工事等に従事する者の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生そ
の他の労働環境の適正な整備について配慮がなされることにより、確保されなければならない。

平成17年法律第18号 ⇒ 一部改正：平成26年6月4日公布・施行 ⇒ 一部改正：令和元年6月14日公布・施行

公共工事の品質確保の促進に関する法律
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（発注者等の責務）
第七条 発注者は、基本理念にのっとり、現在及び将来の公共工事の品質が確保されるよう、公共
工事の品質確保の担い手の中長期的な育成及び確保に配慮しつつ、公共工事等の仕様書及び設計
書の作成、予定価格の作成、入札及び契約の方法の選択、契約の相手方の決定、工事等の監督及
び検査並びに工事等の実施中及び完了時の施工状況又は調査等の状況（以下「施工状況等」とい
う。）の確認及び評価その他の事務（以下「発注関係事務」という。）を、次に定めるところに
よる等適切に実施しなければならない。
五 地域における公共工事等の実施の時期の平準化を図るため、計画的に発注を行うとともに、
工期等が一年に満たない公共工事等についての繰越明許費（財政法（昭和二十二年法律第三十四
号）第十四条の三第二項に規定する繰越明許費又は地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）
第二百十三条第二項に規定する繰越明許費をいう。第七号において同じ。）又は財政法第十五条
に規定する国庫債務負担行為若しくは地方自治法第二百十四条に規定する債務負担行為の活用に
よる翌年度にわたる工期等の設定、他の発注者との連携による中長期的な公共工事等の発注の見
通しの作成及び公表その他の必要な措置を講ずること。
六 公共工事等に従事する者の労働時間その他の労働条件が適正に確保されるよう、公共工事等
に従事する者の休日、工事等の実施に必要な準備期間、天候その他のやむを得ない事由により工
事等の実施が困難であると見込まれる日数等を考慮し、適正な工期等を設定すること。
七 設計図書（仕様書、設計書及び図面をいう。以下この号において同じ。）に適切に施工条件
又は調査等の実施の条件を明示するとともに、設計図書に示された施工条件と実際の工事現場の
状態が一致しない場合、設計図書に示されていない施工条件又は調査等の実施の条件について予
期することができない特別な状態が生じた場合その他の場合において必要があると認められると
きは、適切に設計図書の変更及びこれに伴い必要となる請負代金の額又は工期等の変更を行うこ
と。この場合において、工期等が翌年度にわたることとなったときは、繰越明許費の活用その他
の必要な措置を適切に講ずること。

平成17年法律第18号 ⇒ 一部改正：平成26年6月4日公布・施行 ⇒ 一部改正：令和元年6月14日公布・施行

公共工事の品質確保の促進に関する法律
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建設投資の減少

技術と経営に優れた業者
の評価・選別と持続可能
性確保の必要性

適正価格による
受注の必要性

将来にわたっての
インフラの品質が
確保できるか
自然災害の頻発

社会資本の老朽
化

利益率減により真
面目に頑張ってき
た業者が減少

業者が職人・機械
を手放し、施工力
が低下

中長期的な人材・体制
確保の必要性

インフラを維持でき
るか

インフラの維持を
担う能力のある業
者が減少
人材・体制不足

品質悪化の懸念ダンピング受注

担い手の中長期的な育成・確保
（適正利潤が確保できる予定価格）
多様な入札及び契約の方法
（若手の育成、総合評価落札方式 等）

品確法の改正

平成２６年６月

品確法改正の背景・目的

改正品確法
成立

令和元年６月
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※担い手３法の改正（公共工事の品質確保の促進に関する法律、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律）

相次ぐ災害を受け地域の「守り手」としての建設業への期待
働き方改革促進による建設業の長時間労働の是正
i-Constructionの推進等による生産性の向上

予定価格の適正な設定、歩切りの根絶
価格のダンピング対策の強化
建設業の就業者数の減少に歯止め

新たな課題・引き続き取り組むべき課題 担い手３法施行(H26)後５年間の成果

平成26年に、公共工事品確法と建設業法･入契法を一体として改正※し、適正な利潤を確保できるよう予定価格を適正に設定することや、ダンピング対策を
徹底することなど、建設業の担い手の中長期的な育成・確保のための基本理念や具体的措置を規定。

新たな課題に対応し、
５年間の成果をさらに充実する
新・担い手３法改正を実施

建設業法・入契法の改正 ～建設工事や建設業に関する具体的なルール～

品確法の改正 ～公共工事の発注者･受注者の基本的な責務～

cv

○発注者の責務
・適正な工期設定 （休日、準備期間等を考慮）
・施工時期の平準化 （債務負担行為や繰越明許費の活用等）
・適切な設計変更
（工期が翌年度にわたる場合に繰越明許費の活用）

働き方改革の推進

○受注者（下請含む）の責務
・適正な請負代金･工期での下請契約締結

○発注者の責務
・緊急性に応じた随意契約･指名競
争入札等の適切な選択
・災害協定の締結、発注者間の連携
・労災補償に必要な費用の予定価格
への反映や、見積り徴収の活用

○発注者･受注者の責務
・情報通信技術の活用等による
生産性向上

生産性向上
への取組

災害時の緊急対応強化
持続可能な事業環境の確保

○調査･設計の品質確保
・「公共工事に関する測量、
地質調査その他の調査及
び設計」を、基本理念及
び発注者･受注者の責務の
各規定の対象に追加

○現場の処遇改善
・社会保険の加入を許可要件化
・下請代金のうち、労務費相当については現金払い

○工期の適正化
・中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告
・著しく短い工期による請負契約の締結を禁止
（違反者には国土交通大臣等から勧告・公表）
・公共工事の発注者が、必要な工期の確保と施工時期の平準化
のための措置を講ずることを努力義務化＜入契法＞

○技術者に関する規制の合理化
・監理技術者：補佐する者(技士補)
を配置する場合、兼任を容認
・主任技術者(下請)：一定の要件を
満たす場合は配置不要

○災害時における建設業者団体
の責務の追加

・建設業者と地方公共団体等との
連携の努力義務化

○持続可能な事業環境の確保
・経営管理責任者に関する規制を
合理化

・建設業の許可に係る承継に関す
る規定を整備

品確法と建設業法・入契法（新担い手３法） Ｒ１改正時の概要
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建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律

１．建設業の働き方改革の促進
長時間労働が常態化する中、その是正等が急務。

※ 働き方改革関連法（2018年6月29日成立）による改正労働基準法に基づき、建設業では、
2024年度から時間外労働の上限規制（罰則付き）が適用開始。

２．建設現場の生産性の向上
現場の急速な高齢化と若者離れが深刻化する中、限りある人材の有効活用と若者の入職促進による将来の担い手の確保が急務。

３．持続可能な事業環境の確保
地方部を中心に事業者が減少し、後継者難が重要な経営課題となる中、今後も「守り手」として活躍し続けやすい環境整備が必要。

＜年齢構成別の技能者数＞背景・必要性 ＜時間外労働の上限規制＞

✓原則、月４５時間かつ年３６０時間
✓特別条項でも上回ることの出来ないもの：
・年７２０時間（月平均６０時間）
・２～６ヶ月の平均でいずれも８０時間以内
・単月１００時間未満
・月４５時間を上回る月は年６回を上限

＜審議の経緯＞
R1.5.28 衆議院本会議可決（全会一致）
R1.6.5   参議院本会議可決（全会一致）
R1.6.12  公布

建設業における働き方改革の実現を通じて、女性や若年層など将来における担い手を確保
（ＫＰＩ）・建設業入職者数：４万人（2017年度）→5.5万人（2023年度） （1.5万人純増）

・技術者・技能労働者の週休２日の割合：技術者8.5％（2017年度）、技能労働者47％（2018年度）→原則100％（2024年度）
・下請代金のうち、少なくとも労務費相当分を現金払いとする割合：91.4％（2018年度）→100％（2025年度）

１．建設業の働き方改革の促進
（１）長時間労働の是正 （工期の適正化等）

中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告。また、著しく短い工
期による請負契約の締結を禁止し、違反者には国土交通大臣等から勧告等
を実施。
公共工事の発注者に、必要な工期の確保と施工時期の平準化のための方
策を講ずることを努力義務化。

（２）現場の処遇改善
建設業許可の基準を見直し、社会保険への加入を要件化。
下請代金のうち、労務費相当分については現金払い。

２．建設現場の生産性の向上
（１）限りある人材の有効活用と若者の入職促進
工事現場の技術者に関する規制を合理化。

（ⅰ）元請の監理技術者に関し、これを補佐する制度を創設し、技士補がいる場
合は複数現場の兼任を容認。

（ⅱ）下請の主任技術者に関し、一定未満の工事金額等の要件を満たす場合は
設置を不要化。

（２）建設工事の施工の効率化の促進のための環境整備
建設業者が工場製品等の資材の積極活用を通じて生産性を向上でき
るよう、資材の欠陥に伴い施工不良が生じた場合、建設業者等への指
示に併せて、国土交通大臣等は、建設資材製造業者に対して改善勧
告・命令できる仕組みを構築。

＜元請の監理技術者＞

３．持続可能な事業環境の確保
経営業務に関する多様な人材確保等に資するよう、経営業務管理責任者に
関する規制を合理化（※）。
※ 建設業経営に関し過去５年以上の経験者が役員にいないと許可が得られないとする
現行の規制を見直し、今後は、事業者全体として適切な経営管理責任体制を有する
ことを求めることとする。

合併・事業譲渡等に際し、事前認可の手続きにより円滑に事業承継できる仕
組みを構築。

法案の概要

＜下請の主任技術者＞

【目標・効果】
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背景・必要性

１. 災害への対応 ２. 働き方改革関連法の成立

○「働き方改革関連法」の成立により、公共工事においても長時間
労働の是正や処遇改善といった働き方改革の促進が急務

３. 生産性向上の必要性

○建設業・公共工事の持続可能性を確保するため、働き方改革の促
進と併せ、生産性の向上が急務

４. 調査・設計の重要性

○公共工事に関する調査等の品質が公共工事の品質確保を図る上で
重要な役割

法案の概要

【基本理念】災害対応の担い手の育成・確保、災害復旧工事等の迅速かつ円
滑な実施のための体制整備

【発注者の責務】
①緊急性に応じて随意契約・指名競争入札等適切な入札・契約方法を選択
②建設業者団体等との災害協定の締結、災害時における発注者の連携
③労災補償に必要な保険契約の保険料等の予定価格への反映、災害時の見
積り徴収の活用

【基本理念】適正な請負代金・工期による請負契約の締結、公共工事に従事
する者の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の
労働環境の適正な整備への配慮

【発注者の責務】
①休日、準備期間、天候等を考慮した適正な工期の設定
②公共工事の施工時期の平準化に向けた、債務負担行為・繰越明許費の活用に
よる翌年度にわたる工期設定、中長期的な発注見通しの作成・公表等
③設計図書の変更に伴い工期が翌年度にわたる場合の繰越明許費の活用等

【公共工事等を実施する者の責務】
適正な額の請負代金・工期での下請契約の締結

(1)発注者の体制整備
①発注関係事務を行う職員の育成・確保等の体制整備【発注者の責
務】

②国・都道府県による、発注関係事務に関し助言等を適切に行う能力を
有する者の活用促進等

(2)工事に必要な情報（地盤状況）等の適切な把握・活用【基本理念】
(3)公共工事の目的物の適切な維持管理
【国・特殊法人等・地方公共団体の責務】

公共工事に関する調査等（測量、地質調査その他の調査（点検及び診
断を含む。）及び設計）について広く本法律の対象として位置付け

【基本理念、発注者・受注者の責務】
情報通信技術の活用等を通じた生産性の向上

○全国的に災害が頻発する中、災害からの迅速かつ円滑な復旧・復
興のため、災害時の緊急対応の充実強化が急務

１. 災害時の緊急対応の充実強化

２. 働き方改革への対応

３. 生産性向上への取組

４. 調査・設計の品質確保

５. その他

法改正の理念を現場で実現するために、地方公共団体、業界団体等の意見を聴き、
基本方針や発注者共通の運用指針を改正

公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律 概要
＜審議の経緯＞
R1.5.28 衆議院本会議可決（全会一致）
R1.6.7   参議院本会議可決（全会一致）
R1.6.14  公布・施行
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